





































































































































































































































































































































































以上で概観した先行研究に見る過不足に鑑み，本研究では，2001 年 5 月か
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2003 年 4 月，長野県環境審議会は，「県民計画」を田中康夫知事（当時）に
答申した。同計画は，2002 年改正の「温暖化対策推進法」が，地方自治体の
責務遂行の一環としてその策定をうたう地球温暖化対策地域推進計画（以下，
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さらに，「温暖化対策条例」の公布から 1年余を経た 2007 年 7 月，「県民計画」





ままの形で計画が維持されれば，2010 年を期限とした CO2 削減目標が未達成
となる旨の指摘がなされた。事実，「県民計画」に盛られた施策は，策定後の
4年余りの間，そのほぼすべてが実現を見ない状態にあった。
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して同協会に参加している。           
田中知事による当該指定が行われた。同社団法人は，県内の有力地方銀行であ










（2名），市民団体・環境 NPO関係者（4名），学識経験者（2名）48 の計 8名で
ある。「研究会」の運営としては，「長野県温暖化防止センター」役員と環境自
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目標年である 2010 年の各項目の削減量は，それぞれ，① 131 万トン，② 21 万





前 6時から午後 11 時まで）や，飲料自動販売機の設置台数の半減（2002 年比）
などがうたわれた。営業時間制限による削減効果は1999年の算定で1.3万トン，











































































応じて変動し，苗木から 30 ～ 40 年が経過した時点をピークに，一転，減少に
転じることが知られている。したがって，森林吸収分を勘案した削減目標を定



































































































































































































































門委員を置くことができる」との規定に基づき設置された（第 29 条 2 項）。同
条例は，環境審議会について，30 名以内で組織し（第 26 条 1 項），委員の任
期を 2年（第 27 条）とする一方，専門委員については，人数に関する規定を
持たず，「当該の事項に関する調査が終了したときは，解任されるものとする」
（第 29 条 4 項）。
県は，2002 年 7 月から翌年 4月までの間に，計 6回の環境審議会，4回の「専
門委員会」，そして，県下 10 地域における「地域意見交換会」を開催した。な
お，環境審議会の事務局は，「研究会」の事務局同様，生活環境部環境自然保









































2002 年 9 月，田中が再選され知事二期目が開始すると，11 月には環境自然
保護課に温暖化対策を担当する職員 3名が異動になり，「地球環境室」が設け
られる措置がとられた。さらに，田中知事は，知事直属とされる企画局内に「企
画課・地球環境室」を創設（12 月 1 日付け）し，同室担当職員を庁内におい
て公募の上，自ら採用ための面接を行った。これにより，温暖化対策の推進に
関心と意欲があることを自ら表明した職員が企画局に配属されることとなった
































































































審議過程では，「第 1次提言書」では，1990 年度を基準年としてマイナス 6％
の削減目標が設定されたが，「専門委員会」では，これを 2000 年度比マイナ
ス 10％とする案が提示された。両案の相違は，前者案では，2000 年度排出量
の約 1,860 万トンから約 330 万トンの削減が必要となるのに対して，後者案で
は，これが約 161 万トンの削減になる点にあった。したがって，2000 年を基

















施策により最終的には 3,314 千トンの削減が可能となり，1990 年度比マイナス
6％の目標が達成され得る点が指摘された。しかし，それと同時に，現実の問
題として，そのような削減目標を 2010 年までに達成することが著しく困難と
81　前掲注76・pp. 11-2，15-6。           
思われるため――施策の 3分の 1が実現するという仮定を立てている点で計算















































































































提出年月日：2008 年 12 月 8 日
88　前掲注77。
89　実証的分析の成果により，この点を指摘する研究として，伊藤修一郎（2006）『自治体発
の政策革新－景観条例から景観法へ－』木鐸社。          
